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　企 業 局 関 係　

規　　　　　程

山形県企業管理規程第２号

　山形県企業局組織規程の一部を改正する規程を次のように定める｡

　　平成31年４月１日

山形県企業管理者　　髙　　　橋　　　広　　　樹

　　　山形県企業局組織規程の一部を改正する規程

　山形県企業局組織規程（昭和40年６月県企業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。

　第16条第３号中「に限る」を「及び酒田水道事務所に限る」に改める。

　第17条の表中「山形県企業局酒田水道事務所」の項中「施設管理担当」を「施設管理担当、風力発電所建設担

当」に改める。

　第18条第２号ニ中「に限る」を「及び酒田水道事務所に限る」に改める。

　　　附　則

　この規程は、公布の日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県企業管理規程第３号

　山形県企業局事務代決及び専決事務に関する規程の一部を改正する規程を次のように定める｡

　　平成31年４月１日

山形県企業管理者　　髙　　　橋　　　広　　　樹

　　　山形県企業局事務代決及び専決事務に関する規程の一部を改正する規程

　山形県企業局事務代決及び専決事務に関する規程（昭和40年６月県企業管理規程第10号）の一部を次のように改

正する。

　別表第１財務の項中第18項を第19項とし、第13項から第17項までを１項ずつ繰り下げ、同表財務の項第12項第16

　　「

平成31年４月１日（月）

（毎週火・金曜日発行）
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号中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

を同表財務の項第13項とし、同表財務の項第11項の次に次の１項を加える。

　　　附　則

　この規程は、公布の日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県企業管理規程第４号

　山形県企業局就業規程の一部を改正する規程を次のように定める｡

　　平成31年４月１日

山形県企業管理者　　髙　　　橋　　　広　　　樹

　　　山形県企業局就業規程の一部を改正する規程

　山形県企業局就業規程（昭和43年４月県企業管理規程第２号）の一部を次のように改正する。

　第40条第２項の次に次の１項を加える。

３　第１項の規定による年次有給休暇（同項の規定により付与される日数が10日以上である職員に係るものに限

る。）の日数のうち５日については、同項の規定により年次有給休暇を付与された日から１年以内の期間に、職

12　委託費（工事

に係る調査、設

計及び測量に

係るものに限

る。）に関する

こと。

１件の予定金額

が2,000万円超

4,000万円以内

のもの

１件の予定金額

が2,000万円以

内のもの

１件の予定金額

が2,000万円以

内のもの

１件の予定金額

が4,000万円以

内のもの

設計変更の結果

これらの金額を

超えることとな

る場合を含む。

ロ　水質検査業

務、水道施設

管理業務及び

天日乾燥床汚

泥処分業務

○

ハ　発電施設管

理業務及びヘ

リコプター運

行業務

○

ニ　その他の事

務の委託に係

るもの

１件の予定金

額が1,000万

円を超えるも

の

１件の予定金

額が1,000万

円以内のもの

１件の予定金

額が1,000万

円以内のもの

１件の予定金

額が1,000万

円以内のもの

イ　水質検査業

務、水道施設

管理業務、工

業用水道施設

管理業務及び

天日乾燥床汚

泥処分業務

◯

ロ　発電施設管

理業務及びヘ

リコプター運

行業務

○

ハ　その他の事

務の委託に係

るもの

１件の予定金

額が1,000万

円を超えるも

の

１件の予定金

額が1,000万

円以内のもの

１件の予定金

額が1,000万

円以内のもの

１件の予定金

額が1,000万

円以内のもの



平成31年４月１日（月曜日） 山　　形　　県　　公　　報

3

号外（12）

員ごとにその時季を定めることにより与える。ただし、職員が前項の規定により第１項の規定による年次有給休

暇を取得した場合においては、当該取得した年次有給休暇の日数（当該日数が５日を超える場合には、５日とす

る。）分を５日から控除するものとする。

　第40条の４の見出し中「日数」を「日数等」に改め、同条に次の１項を加える。

２　前項の規定による年次有給休暇（同項の規定により付与される日数が10日以上である職員に係るものに限

る。）の日数のうち５日については、第40条第３項の規定の例により与える。

　　　附　則　

１　この規程は、公布の日から施行する。

２　山形県企業局就業規程第40条第１項又は第40条の４の規定により年次有給休暇を付与される日が、この規程の

施行の日以外の日である職員については、当該施行の日後の最初の当該年次有給休暇を付与される日の前日まで

の間は、改正後の第40条第３項及び第40条第２項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県企業管理規程第５号

　山形県企業局安全衛生管理規程の一部を改正する規程を次のように定める｡

　　平成31年４月１日

山形県企業管理者　　髙　　　橋　　　広　　　樹

　　　山形県企業局安全衛生管理規程の一部を改正する規程

山形県企業局安全衛生管理規程（昭和50年３月県企業管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

第12条に次の１項を加える。

２　企業管理者は、産業医が辞任したとき又は産業医を解任したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、安全

衛生委員会に報告しなければならない。

第13条第２項中「ついて」を「ついて、職員の健康を確保するため必要があると認めるときは」に、「に対して

勧告し、又は所属長若しくは衛生管理者を指導し、若しくは助言する」を「又は所属長に対して勧告をする」に改

め、同条中第３項を第８項とし、第２項の次に次の５項を加える。

３　産業医は、前項の勧告をしようとするときは、あらかじめ当該勧告の内容について、企業管理者又は所属長に

対して意見を求めるものとする。

４　産業医は、第１項各号に掲げる事項について、企業管理者又は所属長に対し、意見を述べることができる。

５　産業医は、第１項各号に掲げる事項について、衛生管理者に対して指導し、又は助言することができる。

６　産業医は、第１項各号に掲げる事項を実施するために必要な情報を職員から収集するとともに、職員の健康を

確保するため緊急の必要がある場合において、職員に対して必要な措置をとるべきことを企業管理者又は所属長

に指示することができる。

７　産業医は、安全衛生委員会に対して職員の健康を確保する観点から必要な調査審議を求めることができる。

第13条の次に次の１条を加える。

　 （産業医に対する情報の提供）

第13条の２　企業管理者は、産業医に対し、職員の業務に関する情報であつて産業医が職員の健康管理等を適切に

行うために必要と認めるものを提供しなければならない。

　第41条の２第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加え

る。

２　安全衛生管理責任者は、前項の面接指導等を実施するため、職員の労働時間の状況を把握しなければならな

い。

　第41条の３の次に次の１条を加える。

　（心身の状態に関する情報の取扱い）

第41条の４　企業管理者は、職員の心身の状態に関する情報を収集し、保管し、又は使用するに当たつては、職員

の健康の確保に必要な範囲内で職員の心身の状態に関する情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内でこれ

を保管し、及び使用しなければならない。ただし、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合は、この

限りでない。

２　企業管理者は、職員の心身の状態に関する情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければならない。

３　前項の措置の内容は、企業管理者が別に定める。

　第42条の次に次の１条を加える。

　（産業医の勧告への対応）
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第42条の２　企業管理者又は所属長は、第13条第２項の勧告を受けたときは、当該勧告を尊重するとともに、次に

掲げる事項について記録し、これを３年間保存しなければならない。

　(1) 当該勧告の内容

　(2) 当該勧告を踏まえて講じた措置の内容（措置を講じない場合にあつては、その旨及びその理由）

２　企業管理者又は所属長は、第13条第２項の勧告を受けたときは、次に掲げる事項について、遅滞なく、安全衛

生委員会に報告しなければならない。

　(1) 当該勧告の内容

　(2) 当該勧告を踏まえて講じた措置の内容（措置を講じない場合にあつては、その旨及びその理由）

　第43条の３第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加え

る。

２　企業管理者又は所属長は、前項の規定により講じた措置又は講じようとする措置の内容に関する情報（措置を

講じない場合にあつては、その旨及びその理由）について、事後措置状況報告書により産業医に報告しなければ

ならない。ただし、指導区分が平常勤務（Ｄ）と決定された職員については、この限りでない。

　　　附　則

　この規程は、公布の日から施行する。

平成31年４月１日印刷

平成31年４月１日発行

発行所

発行人

山　 形　 県　 庁

山　　 形　　 県


